
 

 
 

様式第五（第６条関係） 

 

規制について規定する法律及び法律に基づく命令の規定に関する照会書 

  

2020年 7月 1日    

  経済産業大臣 梶山 弘志 殿 

 

東京都港区芝五丁目７番１号 

          日本電気株式会社 

  代表取締役執行役員社長 新野 隆 

代理 トレード・サービス業ソリューション事業部 

事業部長 安倉 誠 

 

 

産業競争力強化法第７条第１項の規定に基づき、実施しようとする新事業活動及びこれに関連

する事業活動に関する規制について規定する下記４．に掲げる法令の規定の解釈並びに当該新事

業活動及びこれに関連する事業活動に対する当該規定の適用の有無について、確認を求めます。 

 

 

記 

 

１．新事業活動及びこれに関連する事業活動の目標 

 （１）事業目標の要約 

当社はホテル産業における労働力不足対策として、顔認証技術を活用した無人チェック

インシステムを検討している。従来のキオスク端末によるチェックインサービスの場合、

対面対応に準ずる本人確認は行えず、フロントに準ずる設備と対応要員の設置が必須と

なっていたが、当社の新サービスはホテル予約時および予約以降に登録された顔画像と、

チェックイン時のカメラ撮影画像を顔認証技術にて照合することにより、フロントに対

応要員を配置することなくチェックイン業務に伴う予約者本人の確認を行えるようにす

るもので、既に提供しているホテル宿泊予約管理システムに加え、新たなサービスを加

えることで、ホテル産業における労働力不足問題の解消に寄与したいと考えている。ま

た併せて、ホテル利用者にとってもフロントの待ち時間の解消や、感染症対策として非

接触でサービス利用できるなど、快適性向上および安全性向上にも繋がり、ホテル利用

者の顧客満足度向上に寄与できるものと考えている。 

 

  （２）「新たな役務の開発又は提供」に該当する。 

従来のホテル産業向けチェックイン受付端末では、ホテル予約内容の確認や決済受付等

に留まり、精緻な予約者本人確認についてはフロントの対応要員にて行っていたが、顧

客ニーズとしてはフロント対応要員数の低減、要員レスを求めるケースが多くなってい

る。これまでの宿泊予約システムに加え、顔認証技術を活用した本人確認による省力化

支援サービスを付与することにより、これまでと比較し売り上げ規模を50％向上でき、

また顔認証ルームキー等の関連商品の販売機会も得ることができる。 

（ホテル事業者として） 

これまでと比較し売り上げ規模を25％向上し人員削減に伴う省力化を実現し、また顔認

証ルームキーの導入や、タブレット端末による非接触効果でのホテルの価値向上を支援

できる。 

  

     

     



 

 
 

    

    



 

 
 

 

２．新事業活動及びこれに関連する事業活動の内容 

  （１）事業実施主体 

 

   サービス提供事業者：当社 

   サービス利用者：当社スマートホスピタリティサービス顧客（ホテル事業者） 

 

 （２）事業概要 

   ＜事業の流れ＞ 

    ① サービス希望者（ホテル事業者）と当社にてサービス利用契約書を締結する。 

    ② サービス利用者（ホテル事業者）に、宿泊予約情報とホテル宿泊客本人の顔情報

とを紐づけるためのスマホアプリと、当該ホテルのフロントにてチェックイン及

び顔認証による本人確認を行うためのタブレット端末を提供する。 

チェックイン及び顔認証による本人確認は、具体的には以下の手順で行う。 

(i) 宿泊予約時に、宿泊利用者は、当社のスマホアプリを通じて、当社サービ

スに顔情報を登録する。 

(ii) チェックイン時に、宿泊利用者は、当該ホテルに設置されたチェックイン

端末（タブレット端末）のカメラを通じて、当社サービスに顔画像を認識

させる（この顔画像は本人の識別が可能な程度に鮮明なものである）。 

(iii) 当社サービスは、宿泊予約時の顔画像と、チェックイン時の顔画像を自動

的に照合し、顔画像が合致すれば、顔認証が成功したとしてチェックイン

処理を進める。 

(iv) 宿泊者名簿の記載については、宿泊予約時に事前入力された宿泊者情報を

あらかじめチェックイン端末の画面に表示し、不足部分の記入と、最後に

本人記載である証明のためのサインを記載することによって対応する。ま

た、外国人宿泊客については、旅券画像を取得し、保存する。 

当該ホテルの職員は、常に一定数以上、当該ホテル内に待機しており、緊急時に

は10分程度で駆けつけることができる。 

③ 物理的な鍵の受け渡し業務を不要としたい利用者には、関連商品として顔認証で

部屋のドア開錠を可能とする機器（顔認証ルームキー）の販売を行う。顔認証ル

ームキーを利用しない場合、物理鍵の受け渡しは、フロントで職員が行うか、自

動チェックイン機（KIOSK）を通じて適切に行う。 

 

 

 

   ＜事業フロー図＞ 

 

   （サービス提供時） 

 

 

 

 

 

   （サービス提供後日） 

 

 

 

 

 

当社 
①サービス利用契約締結 

②サービス提供 

（クラウド及びアプリ利用提供、タブレット端末提供） 

サービス利用者 

当社 
③関連商品販売 

（顔認証ドア開錠機器販売など） 

サービス利用者 





 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （３）新事業活動を実施する場所 

 

   当社サービス利用ホテル事業者のホテルにてスタート予定。以降、利用ホテルを拡大 

予定。 

 

３．新事業活動及びこれに関連する事業活動の実施時期 

 

  

  

  

 

４．解釈及び適用の有無の確認を求める法令の条項等 

（１） 玄関帳場の設置について 

 

 旅館業法 

第三条 旅館業を営もうとする者は、都道府県知事(保健所を設置する市又は特別区にあ

つては、市長又は区長。第四項を除き、以下同じ。)の許可を受けなければならない。

ただし、旅館・ホテル営業又は簡易宿所営業の許可を受けた者が、当該施設において

下宿営業を営もうとする場合は、この限りでない。 

２ 都道府県知事は、前項の許可の申請があつた場合において、その申請に係る施設の構

造設備が政令で定める基準に適合しないと認めるとき、当該施設の設置場所が公衆衛

生上不適当であると認めるとき、又は申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、

同項の許可を与えないことができる。 (以下省略)  

 

 旅館業法施行令 

（構造設備の基準） 



 

 
 

第一条 旅館業法（以下「法」という。）第三条第二項の規定による旅館・ホテル営業の

施設の構造設備の基準は、次のとおりとする。 

二 宿泊しようとする者との面接に適する玄関帳場その他当該者の確認を適切に行うため

の設備として厚生労働省令で定める基準に適合するものを有すること。 

 

 旅館業法施行規則 

第四条の三 旅館業法施行令（昭和三十二年政令第百五十二号。以下「令」という。）第

一条第一項第二号の基準は、次の各号のいずれにも該当することとする。 

一 事故が発生したときその他の緊急時における迅速な対応を可能とする設備を備えてい

ること。 

二 宿泊者名簿の正確な記載、宿泊者との間の客室の鍵の適切な受渡し及び宿泊者以外の

出入りの状況の確認を可能とする設備を備えていること。 

 

 旅館業における衛生等管理要領（最終改正令和元年９月19日 生食発0919 第8号） 

  Ⅱ 施設設備 

第１ 

 ８ 善良風俗の保持上、宿泊しようとする者との面接に適し、次の(1)から(4)までの

要件を満たす構造設備の玄関帳場又はフロントを有すること。ただし、(5)の要件

を満たす場合は、玄関帳場又はフロントに代替する機能を有する設備を備えている

ものとして、玄関帳場又はフロントを設置しないことができること。 

(5) 次の全ての要件を満たし、宿泊者の安全や利便性の確保ができていること。 

1) 事故が発生したときその他の緊急時における迅速な対応のための体制が整備

されていること。緊急時に対応できる体制については、宿泊者の緊急を要す

る状況に対し、その求めに応じて、通常おおむね10分程度で職員等が駆けつ

けることができる体制を想定しているものであること。 

2) 営業者自らが設置したビデオカメラ等により、宿泊者の本人確認や出入りの

状況の確認を常時鮮明な画像により実施すること。 

3）鍵の受渡しを適切に行うこと。 

 

（２）宿泊者名簿の記載について 

 

旅館業法 

第六条 営業者は、厚生労働省令で定めるところにより旅館業の施設その他の厚生労働省

令で定める場所に宿泊者名簿を備え、これに宿泊者の氏名、住所、職業その他の厚生労

働省令で定める事項を記載し、都道府県知事の要求があつたときは、これを提出しなけ

ればならない。 

 

旅館業法施行規則 

第四条の二 法第六条第一項の宿泊者名簿（以下「宿泊者名簿」という。）は、当該宿泊

者名簿の正確な記載を確保するための措置を講じた上で作成し、その作成の日から三年

間保存するものとする。 

３ 法第六条第一項の厚生労働省令で定める事項は、宿泊者の氏名、住所及び職業のほか、

次に掲げる事項とする。 

一 宿泊者が日本国内に住所を有しない外国人であるときは、その国籍及び旅券番号 

二 その他都道府県知事が必要と認める事項 

 

旅館業における衛生等管理要領（最終改正令和元年９月19日 生食発0919 第8号） 

Ⅴ 宿泊者名簿 

 ４ 宿泊者名簿の正確な記載を確保するための措置として、本人確認を行うこと。具体



 

 
 

的には、対面又は対面と同等の手段として以下のいずれの要件にも該当するICTを

活用した方法等により行うこと。 

1) 宿泊者の顔及び旅券が画像により鮮明に確認できること。 

2) 当該画像が施設の近傍から発信されていることを確認できること。当該方法の

例としては、施設等に備え付けたテレビ電話やタブレット端末等による方法が考

えられる。 

    ５ 日本国内に住所を有しない外国人宿泊者に関しては、宿泊者名簿の国籍及び旅券番

号欄への記載を徹底し、旅券の呈示を求めるとともに、旅券の写しを宿泊者名簿と

ともに保存すること。なお、旅券の写しの保存により、当該宿泊者に対する宿泊者

名簿の氏名、国籍及び旅券番号の欄への記載を代替しても差し支えないこと。 



 

 
 

 

 「旅館業法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令案」及び「旅館

業法施行規則の一部を改正する省令案」に関する意見募集の結果について(平成30年1月31

日) 

玄関帳場等に代替する機能を有する設備

を設ければ、面接は不要なのか。 

玄関帳場等に代替する機能を有する設備

を設けた場合、対面での面接は不要です

が、宿泊しようとする者の確認を適切に

行うことが必要です。 

 

５．具体的な確認事項 

 

  本照会書２．（２）記載の当社の新事業活動において、チェックイン端末でカメラを使用

した顔認証により宿泊者の本人確認を行い、また必要対象者は旅券画像を取得し保存する

機能が、自治体の条例等による明確な規制がある場合を除いて、フロント内に職員常駐さ

せることなく対面での面接不要で、ホテルへのチェックイン業務を行える機能に該当する

ことを確認したい。 

 

  ＜当社の考え＞ 

  （１）旅館業における衛生等管理要領 Ⅱ 施設設備第１の８の(5)の2)において、「営業

者自らが設置したビデオカメラ等により、宿泊者の本人確認や出入りの状況の確認

を常時鮮明な画像により実施すること」とあるうち、「宿泊者の本人確認」は顔認

証の利用によって代替できる。尚、顔認証を行うのとほぼ同時に、健康状態もビデ

オカメラ等により、別途確認を行うものとする。「出入りの状況の確認」について

も、ビデオカメラ等を設置し、適切に行う。また、本件において、施設内には職員

がいることから、旅館業における衛生等管理要領 Ⅱ 施設設備第１の８の(5)の

1)の要件を満たし、物理鍵又は顔認証ルームキーを適切に受け渡しすることから旅

館業における衛生等管理要領 Ⅱ 施設設備第１の８の(5)の3)の要件を満たして

いる。そのため、本サービスを利用するホテルは、玄関帳場又はフロントに代替す

る機能を有する設備を備えているものといえ、玄関帳場又はフロントは不要、もし

くは、仮に玄関帳場又はフロントがあったとしても、自治体の条例等によって職員

の待機を求めている場合を除き、常に職員が待機していることは要求されない。 

  （２）当社の「ホテルに設置したタブレットにより宿泊者の顔認証を行い、必要対象者の

旅券画像を取得し保存する機能」は、宿泊者の顔及び旅券が画像により鮮明に確認

できること及び当該画像が施設の近傍から発信されていることを確認できることか

ら、旅館業における衛生等管理要領 Ⅴ 宿泊者名簿第４に定める、「対面と同等

の手段として以下のいずれの要件にも該当するICTを活用した方法等により行うこ

と。」に該当する機能にあたる。そのため、対面での宿泊者名簿の記載は不要とな

る。ただし、当該画像が近傍から発信されていることの確認は、許可を行う際に保

健所において確認するものとする。 

  （３）したがって、玄関帳場に代替する機能を有する設備を持ち、宿泊者の本人確認を対

面と同等の手段となる当社提供の機能を利用するホテルは、自治体の条例等による

明確な規制がある場合を除いて、フロント内に職員常駐させることなく対面での面

接不要でチェックイン業務を行うことができる。 

 

以 上 

 

 




